
 
                                    令和８年８月１０日 

 

オープンカウンター方式による見積合わせについて 

 

                                                 分任支出負担行為担当官 

                                                   棚倉森林管理署長  佐藤 健司 

 

   下記の案件について見積合わせを実施しますので、参加希望の者は期限までに見積書をご提出ください。 

 

記 

 

１．件  名      棚倉森林管理署庁舎及び棚倉森林管理署新町宿舎消防設備点検業務 
           詳細については別紙契約書（案）のとおり 

 

２．契約期間      契約締結の日の翌日から令和９年３月３１日 

 

３．履行場所         棚倉森林管理署庁舎   福島県東白川郡棚倉町大字棚倉字舘ヶ丘７３－２ 
            棚倉森林管理署新町宿舎 福島県東白川郡棚倉町大字棚倉字新町１１－９ 

                         
４．見積書等提出   日時：令和８年８月２６日（水）午後２時００分まで 

の日時・場所   場所：棚倉森林管理署 総務グループ（経理担当） 

            ※持参又は郵便により提出をお願いします。（提出方法は、オープンカウンター方

式による見積依頼に係る留意事項の２見積書の提出先による。） 
            ※郵便による提出を行う場合は、令和８年８月２６日（水）午後２時００分までに

棚倉森林管理署総務グループに見積書が到着するように、書留郵便又は配達証明

郵便で提出してください。持参による提出の場合は、閉庁時間を除きます。な

お、期日を過ぎた見積書は無効となります。 
 

５．参加資格      (1) 令和７・８・９年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供

等」において資格を有する者、または、関東森林管理局随意契約登録者名簿に登録

され、「役務の提供等」の資格を有する者 
(2) オープンカウンター方式による見積依頼に係る留意事項の１（１）～（３）に該当

しないこと。 
 

６．提出書類      (1) 見積書 

            ※見積額は税抜金額と税込金額が分かるように記載し、日付は令和８年８月２６日と

してください。 
(2) 令和７・８・９年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）を有する場合はそ

の写し 
※上記書類を封緘し、封筒の表に「（案件名）見積書在中」と朱書きで記載してくだ

さい。 
 

７．その他          (1) 見積書の提出前に、「オープンカウンター方式の見積依頼に係る留意事項」及

び「関東森林管理局随意契約見積心得」を必ず確認ください。  
                        (2) 見積書を提出した場合は、「契約条件書」を承諾したものとみなします。 
 

（担 当：総務グループ 総務担当 電話：0247－33－3111） 



  

消防設備点検契約書 

 

分任支出負担行為担当官棚倉森林管理署長 （以下甲という）は、棚倉森林管理署庁舎及

び棚倉森林管理署新町宿舎に設置した消防用設備の点検及び障害排除等の処置を行うこと

に関し、（以下乙という）と下記条項により点検契約を締結する。 

 

第一条 乙は上記の場所に設置した消防用設備の機能保全のため、機器点検：６ヶ月、総合

点検６ヶ月に一回技術員を派遣し消防法施行規則第３１条の４に定める点検を行う

ことにより甲の防火管理者が行う保守業務を補佐する。 

  ２ 乙は点検の結果及び処置の内容について甲に報告し、甲は乙の作業を確認のうえ

点検表に押印する。 

 

第二条 甲は常にこの設備が正規の状態にあることを注意して万一火災その他によって作

動したとき及び甲が事故を発見したときは遅滞なく乙に通知する。乙がこの通知を

受けたときは早急に出向いて適切な処置をとる。 

 

第三条 本設備の定期点検に要する材料は乙の負担とする。但し次に掲げる費用は甲の負

担とし、その都度乙の請求する金額を支払う。 

（１）甲の都合により行う工事又は模様替えのため設備の移設あるいは改修を必要とす

る場合 

（２）設備の破損もしくは老朽化による機器の更新交換の必要を生じた場合で甲の認め

たもの 

 

第四条 契約期間は次のとおりとする。なお、実施日は機器点検を令和８年９月、総合点検

を令和９年３月とし、甲乙協議のうえ決定する。 

    自 令和  年  月  日 

    至 令和 ９年 ３月３１日 

 

第五条 点検料金は次のとおりとする。なお、設備内容及び料金明細は別紙「点検内訳書」

のとおりとする。 

    棚倉森林管理署庁舎   機器点検一回(９月) ￥       （税込） 

総合点検一回(３月) ￥       （税込） 

    棚倉森林管理署新町宿舎 機器点検一回(９月) ￥       （税込） 

                総合点検一回(３月) ￥       （税込） 

 



  

２ 甲は定期点検終了ごとに乙の提出する請求書を受理した日より３０日以内に乙に

支払わなければならない。ただし、甲乙協議のうえ総合点検終了後に一括で請求する

こととした場合はこの限りではない。 

 

第六条 乙は、甲が約定期間に代金を支払わないときは、甲に対して遅延利息を請求するこ

とができる。 

２ 前項の遅延利息は、遅延日数につき請求金額に政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項に基づく遅延利息率を乗じて計算

した額とする。ただし、遅延利息の額が１００円未満であるときは、甲は、前項の規

定にかかわらず遅延利息を支払うことを要しない。また、１００円未満の端数につい

ては、その端数を切り捨てるものとする。 

３ 前２項の場合において、支払遅延が天災等やむを得ない理由によるときは、当該理

由の継続する期間は、これを約定期間に算入せず、また、遅延利息を支払う日数に計

算しない。 

 

第七条 乙は、この契約に属する権利又は義務を第三者に譲渡し又は継承させることはで

きない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

第八条 甲は下記各号の一に該当する場合は、契約の全部又は一部を解除することができ

る。 

（１）乙が契約上の義務を履行しないとき、又は乙が契約を履行する見込みがないと甲が

認めたとき 

（２）乙の都合により契約の解除を申し出たとき 

（３）乙が不正行為をしたと甲が認めたとき 

 

第九条 乙は、甲がこの契約に違反した結果、点検実行が不可能になったときは、この契約

を解除することができる。この場合甲は乙に違約金を支払わないものとする。 

 

第十条 次の各号の一に該当する場合においては、甲は乙に対し、違約金として契約金額の

１００分の１０に相当する額を請求することができる。 

（１）第八条の規定によりこの契約が解除された場合 

（２）乙がその債務の履行を拒否し、又は乙の責めに帰すべき事由によって乙の債務につ

いて履行不能となった場合 

  ２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合と

みなす。 

（１）乙について破産手続開始の決定があった場合において破産法（平成１６年法律第７



  

５号）の規定により選任された破産管財人 

（２）乙について更正手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年法

律第１５４号）の規定により選任された管財人 

（３）乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 甲は、第八条の規定によりこの契約を解除した場合、これにより乙に生じる損害に

ついて、なんら賠償ないし補償することは要しないものとする。 

 

第十一条 契約期間中に社会情勢又は機器の個数その他の変更等により点検料を改定する

必要が生じた場合は甲乙協議のうえ改定する。 

 

第十二条 乙の技術員が甲の建物内でする乙の業務上の行為はすべて乙の責任とする。 

 

第十三条 その他この契約に規定しない事項が発生したときは、甲乙協議のうえ決定する。 

 

 

 

上記契約の証として本書２通を作成し双方記名押印の上、各１通を保有するものとする。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

  甲  福島県東白川郡棚倉町大字棚倉字舘ヶ丘７３－２ 

               分任支出負担行為担当官 

               棚倉森林管理署長 佐藤 健司 

 

  乙   

                

                



単価 金額 単価 金額

消火器維持点検 年2回点検

粉末消火器蓄圧式 粉末消火器蓄圧式 8 本

基本料金 基本料金 1 式

小計

自動火災報知設備

受信機Ｐ型２級 １０回線以下 1 台

感知器 差動式スポット型 35 個

感知器 定温式スポット型 3 個

煙感知器 3 個

発信機Ｐ型２級 2 個

表示灯 2 個

音響装置 3 台

常用電源 1 式

予備電源 1 式

非常用電源 1 式

配線点検 絶縁測定 1 式

基本料金 1 式

小計

誘導灯及び誘導標識

誘導標識 2 個

基本料金 1 式

小計

計

諸経費

合計

消費税

合計（税込）

点検内訳書（棚倉森林管理署庁舎）

項目 品質規格 数量 単位

機器点検
(1回／6ヶ月)

総合点検
(1回／年)

合計 備考









単価 金額 単価 金額

自動火災報知設備点検
内訳

年2回点検

受信機 P型1級8回線 1 台

発信機 P型1級 6 個

音響装置 鳴動式 6 個

差動式スポット感知器 差動式2種 45 個

定温式スポット感知器 低温式1種、特種 54 個

煙感知器 光電式2種 2 個

配線点検 1 式

予備電源 1 式

基本料金 1 式

小計

消火器点検
粉末蓄
(6型12本、20型1本)

13 本

避難器具点検 6 台

非常灯点検 12 灯

基本料金 1 式

小計

計

諸経費 1 式

中計

消費税

小計

合計

点検内訳書（棚倉森林管理署新町宿舎）

項目 品質規格 数量 単位

機器点検
(1回／6ヶ月)

総合点検
(1回／年)

合計金額 備考







特約条項 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記１及び２のいずれにも該当せず、

また、将来においても該当しないことを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

また、貴署の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの。ただし、有価証券報告

書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）を警察に提供することについて同

意します。 

 

記 

 

１  契約の相手方として不適当な者 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体

である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）

が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい

るとき 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（１）暴力的な要求行為を行う者 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

（４）偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

（５）その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

上記事項について、請書の提出をもって誓約します。 




